市町村法令外負担金等の適正化に関する実施要綱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県市町村法令外負担金等適正化審議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（島根県市長会・島根県町村会）
１．目　的

    この要綱は、島根県市町村法令外負担金等適正化審議会規約（以下「規約」という。）第２条及び第１２条の規定に基づき、市町村が負担する各種団体に対する負担金等（法令に基づかない会費、負担金、分担金、補助金、助成金、交付金、寄付金、出資金等をいう。以下同じ。）について、島根県市町村法令外負担金等適正化審議会（以下「審議会」という。）の審議の適正かつ、円滑化を図るため、基本的事項について、定めることを目的とする。

２．審議対象団体

　　規約第２条に定める審議の対象となる団体は、次のアからエの条件に該当する団体とする。ただし、会長が特に必要があると認める団体にあっては、次の条件に該当しない場合でも審議の対象とすることができる。
  ア　団体の目的が公益性を有し、かつ、市町村行政に寄与するものであること。
イ　構成員、事業の範囲等が県下全域にわたる団体又は市、郡の区域を超えて広域にわ　たる団体であること。（全国組織又はブロック組織等の下部組織である県支部、県部会　等を含む。）

  ウ　概ね１０市町村以上から直接又は間接に負担金等を受けている団体であること。
エ　負担金総額が概ね３００万円以上である団体であること。ただし、負担金総額が概ね３００万円未満であっても、対前年比２０％以上の負担金総額の増額を必要とする団体は、審議の対象とする。
３．審議の基本

    負担金は、次の事項を基本として審議し、その額を決定するものとする。

(1) 事業の目的が公益性を有し、かつ、市町村行政の推進に寄与するものであること。

(2) 市町村の財政事情に照らし、適正なものであること。

(3) 各団体個々の事業は、優先性、重要性、必要性等が充分考慮され、かつ最小の経費で最大の効果が生かされていること。

(4) 各団体の運営経費については、必要最小限の額であること。

(5) 団体の目的及び事業の内容に照らし、負担金等が国・県・市町村等支出団体間において公平かつ均衡が保たれていること。
４．審議の方法

(1) 各団体の負担金等の審議は、翌年度の負担金等を対象とし、前年度の収支決算及び事業実績、当該年度の収支状況等を基に翌年度の負担金等の額の適否を審議する。

(2) 各団体に対しては、別に定める関係書類等の提出を求めるとともに、必要に応じ事情聴取等を行うものとする。

(3) 審議会終了後における新規の負担金等の申請又は増額の申請については、原則として次年度の審議会において審議するものとする。ただし、緊急性、重要性等から会長が必要と認めた場合には、書面による持ち回り審議等によることができるものとする。

５．改善の勧告等

　　審議の結果、必要があると認められるときは、各団体の申請内容等について、申請額を減額し又は条件を付し、若しくは改善について勧告するものとする。
６．市町村の責務 

(1) 市町村は、市町村法令外負担金等適正化の趣旨について関係部局等に周知徹底を図る。
(2) 市町村は、新規団体の設立、加入について、その団体の設立目的、事業効果等を検討し、事前に審議会事務局と協議するなど慎重に対処するものとする。
(3) 市町村は、既存の団体の事業計画及び予算の決定に際し、その事業内容及び事業実績を精査し、効率的運用を図るよう努めるものとする。
７．団体の責務 

(1) 各団体は、市町村財政の厳しい現状を理解し、事業の選択、経常経費の削減に努めるなど市町村負担の軽減に協力するものとする。

(2) 各団体は、この要綱及び市町村法令外負担金等の審査及び申請手続等に関する要領（以下「要領」という。）に定めるところに従い、関係書類の提出、事情聴取等、審議の適正かつ、円滑化に協力するものとする。なお、特別の事情により決定額を変更しようとするときは、市町村との協議のうえ、要領の定めに従い申請するものとする。
(3) 市町村の負担を伴う団体を設立し、又は、既存団体に市町村を加入させようとするときは、事前に市町村並びに審議会事務局と協議を行なうものとする。
８．審議結果の処理

(1) 会長は、規約第８条第２項の規定により、各市町村長及び各申請団体に審議の結果を通知するものとする。

(2) 各申請団体は、前記(1)の通知を受けたときは、速やかに市町村別負担金等の額一覧表を審議会事務局へ提出するとともに、各市町村長に、当該市町村の負担金等の額を通知するものとする。

(3) 会長は、前記(2)の通知を受けたときは、市町村別、団体別負担金等の額一覧表を作成し、各市町村長へ送付するものとする。

９．違反行為等に対する処置

(1) この要綱及び要領並びに審議会の決定に違反したと認められる行為のあった団体については、その理由を勘案し、次年度以降の負担金等を減額又は停止することができるものとする。

(2) この要綱による審議対象団体の負担金等について審議会の審議を経ないものについては、市町村は負担しないものとする。 
10．地域の団体の負担金等

    地域団体（市、郡の区域内の団体）の負担金については、本審議会の方針に準じて、それぞれの地域段階の審議機関等で審議決定するものとする。
11．補　則

    この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。

　　　附　則

１　この要綱は、平成６年９月２日から施行する。

２　この要綱は、平成７年度予算に係る市町村法令外負担金等適正化の審議から適用し、平成６年度予算に係る市町村法令外負担金等適正化の審議については、なお、従前の例による。

３　島根県市町村法令外負担金等適正化審議要領（昭和５９年８月１日制定）は廃止する。 

      附　則

　この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。
      附　則

  この要綱は、平成１７年９月１５日から施行する。
      附　則

  この要綱は、平成２３年８月２９日から施行する。
　　　附　則

  この要綱は、令和４年８月２３日から施行する。
